
                        

 

令 和 ２ 年 ７ 月 ９ 日 

      水管理・国土保全局河川計画課 

「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方」をとりまとめ 

～社会資本整備審議会の答申を公表～ 

○ 本答申では、激甚な被害をもたらした近年の水災害、気候変動の状況、社会の動向を整理し

た上で、これまでの取組を踏まえた今後の水災害対策の方向性と新たな水災害対策の具体策

が示されました。 

○ 今後は、これまで進めてきた「水防災意識社会」の再構築の取組をさらに一歩進め、気候変

動の影響や社会状況の変化などを踏まえてあらゆる関係者が協働して流域全体で対応する

「流域治水」への転換を進めることが示されました。 

【答申の主なポイント】 

 計画・基準類の見直し 

過去の降雨や潮位の実績に基づいて作成されてきた計画を、気候変動による降雨量の増加、

潮位の上昇などを考慮した計画に見直す。 

 「流域治水」への転換 

河川、下水道、砂防、海岸等の管理者が主体となって行う治水対策に加え、集水域と河川

区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、流域の関係者全員が協働して、

以下の対策を総合的かつ多層的に取り組む。 

① 氾濫をできるだけ防ぐ対策 

② 被害対象を減少させるための対策 

③ 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 

【公表資料】 

 気候変動を踏まえた水災害対策のあり方 

～あらゆる関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～ 

１. 答申【本文】 

２. 答申【概要資料】 

答申及び小委員会に関する資料は、以下の国交省ウェブサイトよりご覧ください。 

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/kikouhendou_suigai/index.html 

社会資本整備審議会 河川分科会 気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会において、気候変

動による降雨量の増加等が懸念されることを踏まえた水災害対策等に関する検討が行われました。 

今般、答申として、「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方～あらゆる関係者が流域全体で行

う持続可能な「流域治水」への転換～」がとりまとめられました。 
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